
（仮訳） 
 
 
 

Ｇ８森林専門家違法伐採報告書 
 
 
1. 背景 
 

１９９８年にＧ８外相が、違法伐採を特に重要な５つの課題の一つに位置

付けた森林行動プログラムを立ち上げ、Ｇ８は違法伐採を国際的なアジェンダと

して取り上げた。２００２年、Ｇ８外相会合に最終報告書が提出されたことによ

り、Ｇ８森林行動プログラムは公式に終了を迎えた。最終報告書において、Ｇ８

メンバーは、森林に関連する問題を、国内的にも国際的にもハイレベルの重要課

題として維持すること、また、違法伐採や違法に伐採された木材及び関連製品の

使用に対処することを約束した。 
 
２００５年、Ｇ８環境・開発大臣は、各国が最も効果的に貢献できるよう、

以下の分野において幅のある様々な措置をとることを約束した（別添１参

照）。： 
 
－ パートナー諸国との協力（森林法の執行及びガバナンスに対する支援、透

明性の向上及び情報へのアクセスの改善、並びに、技術的知見及び手段の

共有） 
 
－ 貿易関連措置（違法伐採木材の輸入及び市場取引の停止、貿易に関する二

国間及び地域的な取決めを通じた措置、並びに、木材公共調達政策の促

進） 
 
－ 公衆への働きかけ（民間部門との協力、及び、消費者への周知） 

 
環境・開発大臣会合の結論は、グレンイーグルズ・サミットにおいてＧ８

首脳により承認された。Ｇ８首脳は、大臣会合において支持された結論を推進す

ることを約束した「グレンイーグルズ行動計画：気候変動、クリーン・エネルギ

ー、持続可能な開発」を採択した（別添２参照）。 
 
このような中、Ｇ８森林専門家は、違法伐採に関する報告書を２００８年

５月に日本で開催されるＧ８環境大臣会合に提出することに合意した。Ｇ８森林

専門家は、本報告書において、過去１０年間にわたってＧ８メンバーがとった幅

のある様々な措置の実例を提示し、その成果を考察するとともに、Ｇ８メンバー

が、公共部門及び民間部門の諸パートナーと連携しつつ、地方レベル、国家レベ

ル及び国際的レベルにおいて今後取り組むべき課題を検討する。 
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2. これまでの取組とその成果 
 

１９９８年以降、Ｇ８メンバーにより数多くの取組が行われてきており、

網羅的なものではないが、以下にその実例を列挙する。これらの取組の多くが、

木材生産国と消費国との共同の取組を含んでいることは特筆に値する。 

 

過去１０年間において、いくつかの分野で確かな進展が見られ、Ｇ８は、

違法伐採及び関連取引への対処において重要なリーダーシップを発揮し得るとい

うことを示した。 
 
(1)パートナー諸国との協力 
 

Ｇ８メンバーは、二国間・多国間の枠組みを通じ、途上国における法執行

の改善とガバナンスの向上、透明性の向上と森林及び森林セクターに関する情報

へのアクセス改善、並びに木材・木材製品の合法性証明制度の発展を支援してき

ている。 
 

Ｇ８によるこれらの取組により、明確かつ透明性のある土地保有権及び利

用権の割当、持続可能な森林経営と土地利用、林業・林産業部門の企業による関

連法の遵守、輸出の際の透明性のある税関手続、並びに木材輸出国における規律

の強化において改善が見られてきている。 
 
(a)森林法の執行及びガバナンスに対する支援／透明性の向上及び情報へのアク

セスの改善 
 

－ Ｇ８メンバーは、世界銀行の協力により、２００１年にインドネシア（東ア

ジアＦＬＥＧ）、２００３年にカメルーン（アフリカＦＬＥＧ）、そして、

２００５年にロシア（欧州・北アジアＦＬＥＧ）で開催された森林法の執

行とガバナンス（ＦＬＥＧ）に関する一連の閣僚会合に積極的に参加した。

これらの会合は各々、各地域においてこの問題に対する政治的な関心を高

めることに貢献した。 

 

－ ２００２年、日本は、インドネシアとともに、民間部門及び市民社会を含む

様々な利害関係者の間での積極的な検討と意見交換を通じて主にアジア・

太平洋地域における持続可能な森林経営を促進することを目的としたアジ

ア森林パートナーシップ（ＡＦＰ）の立ち上げにイニシアティブを発揮し

た。２００７年に開催されたＡＦＰ第７回会合においてパートナーは、Ａ

ＦＰの第２フェーズ（２００８年－２０１５年）において違法伐採及び関

連取引の問題に引き続き焦点を当てること、特に森林に関連したガバナン

スの向上につき検討を行っていくことを決定した。 

 

－ 米国は、持続可能な森林経営の実施と貧困の削減を目的とした中央アフリカ

森林協議会（ＣＯＭＩＦＡＣ）の集中計画の実施を支援するため、南アフ
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リカとともに、２００２年のコンゴ川流域森林パートナーシップ（ＣＢＦ

Ｐ）の立ち上げにイニシアティブを発揮した。米国に続き、フランス及び

ドイツがＣＢＦＰのファシリテーターの役割を務めた。米国は、地域の森

林利用者及び所有者に対する森林の監視・保全のための手段の提供、並び

に、森林のガバナンスへのコミュニティの関与の向上により違法伐採に対

処する取組を含め、この地域における持続可能な森林経営の促進に貢献し

た。２００３年以降、フランスは、コンゴ川流域における持続可能な森林

経営の促進に取り組んできている。この地域における森林のガバナンスの

向上及び構造的状況の改善に貢献することは、ファシリテーターとしての

ドイツの主要な課題の一つである。 

 

－ ２００３年に採択された森林法の執行、ガバナンス及び貿易（ＦＬＥＧＴ）

に関するＥＵ行動計画に基づき、欧州委員会は、フランス、ドイツ、オラ

ンダ及び英国の支持と支援を得つつ、木材生産国における様々な利害関係

者の間での合法性の定義に関するコンセンサスの形成、証明制度の開発、

森林セクターの透明性向上とガバナンスの強化、並びに、独立したモニタ

リングといった他の関連する活動を支援してきた。 

 

－ ドイツは、「森林と持続可能な開発」という総合的なコンセプトの下、明確

なＦＬＥＧＴ戦略を策定した。この戦略の目的は、パートナー諸国が、合

法性の実現及び持続可能な森林経営と開発の双方に効果的に資するＦＬＥ

ＧＴに関連した諸施策を策定するのを支援することである。ドイツ技術協

力機構（ＧＴＺ）は、約２０の国及び地域において、ＦＬＥＧＴに関連し

た諸施策を支援してきている。 

 

－ 米国は、違法伐採及び違法に伐採された木材・木材製品の輸出に対処する熱

帯諸国を支援するために違法伐採対策大統領イニシアティブ（ＰＩＡＩ

Ｌ）を２００３年に立ち上げた。米国は、ＰＩＡＩＬの枠組みの下、公共

部門及び民間部門の諸パートナーと連携しつつ、幅広い活動を支援してき

た。これには、リベリアの森林セクターに合法、透明かつ持続可能な基盤

をもたらすことを支援するための２００４年のリベリア森林イニシアティ

ブ（ＬＦＩ）の立ち上げが含まれる。ＬＦＩは、２００６年のリベリア森

林改革法の策定につながった。 

 

－ 英国は、２００２年にインドネシアとの間で違法伐採に関する覚書（Ｍｏ

Ｕ）を締結した。 

 

－ 日本は、２００３年にインドネシアとの間で違法伐採及び違法に伐採された

木材・木材製品の貿易に対処するための協力に関する共同発表及び行動計

画に署名した。 
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－ 米国は、２００６年にインドネシアとの間で違法伐採及び関連貿易への対処

に関する覚書（ＭＯＵ）を締結した。２００７年、米国は、違法伐採及び

関連貿易への対処、並びに透明性のある木材市場及び合法に調達された木

材の利用促進に関する同様のＭＯＵを中国との間で署名した。 

 

－ 違法伐採に関するカナダの取組の多くは、インフラストラクチャーの未整備、

能力不足、ガバナンスにおける透明性の欠如といった違法伐採の根底に横

たわる問題に対処することを目的としている。カナダは、政府開発援助を

通じて多数の途上国における持続可能な森林経営を支援してきた。カナダ

は、専門的知見及びこれらのリソースにより、特に森林政策及び行政管理

の分野における能力構築とガバナンスを支援している。森林経営の改善は、

多くの場合に違法伐採及び関連取引の発生を抑止し、森林経営の透明性の

確保に資するということが実証されている。 

 

－ Ｇ８諸国は、国際熱帯木材機関（ＩＴＴＯ）や世界銀行といった国際機関を

通じて違法伐採問題に対処する多数のプロジェクト及び活動を実施するこ

とにより、木材生産国の取組を支援してきている。 

 

(b)技術的知見及び手段の共有 
 

－ いくつかのＧ８メンバーは、木材・木材製品の合法性及び／又は持続可能性

を証明する森林認証及び他のＣｏＣ認証制度(ＦＳＣ、ＰＥＦＣ、ＰＡＦＣ、

ＭＴＣＣ、ＬＥＩ及びＦＬＥＧＴ証明制度等）を適用するための適切な条

件の整備(法令の見直しと明確化、合法性の基準と指標、トレーサビリティ

制度、統計の改善、独立した第三者による納税管理、地域社会との租税分

与等)に向けた途上国の取組を支援してきた。 

 

－ 日本は、２００３年に署名された共同発表及び行動計画に基づき、インドネ

シア及びＮＧＯと共同で衛星画像及び二次元バーコードを利用した木材ト

レーサビリティ・システムを活用した森林モニタリング技術の開発のため

の協力を実施してきている。 

 

－ 日本は、陸域観測技術衛星（ＡＬＯＳ）「だいち」によるアマゾン地域の観

測データから統合された画像を２００７年よりブラジル政府に提供し、違

法伐採によるものを含む森林減少地域の特定を支援してきた。 

 

－ 米国は、インドネシアとの覚書に基づき、ＮＧＯ及び民間部門との協力を通

じて、インドネシア森林モニタリング・評価システム（ＦＯＭＡＳ）の実

現及びリモートセンシングに基づく保護地域のための警戒システムの開発

を支援した。 
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－ 米国地質調査所は、２００９年２月までにランドサット・データの全アーカ

イブに対する公衆の自由なアクセスを可能とする積極的な取組を開始した。

このアーカイブは、３５年間にわたる他に類を見ない地表観測記録であり、

世界規模での森林管理のための有効な手段である。 

 

－ ２００７年、ドイツは、取引対象となっている木材の原産地を立証する化学

的・遺伝的手法(「木材フィンガープリント法」)に関する国際科学専門家

会議をＷＷＦと共同で開催した。この会議において、取引対象となってい

る最も重要な樹種について、合理的な期間内に具体的な履歴追跡システム

を開発することが実現可能かつ達成可能であるとの結論が下され、フォロ

ーアップ措置が開始されている。 

 

(2)貿易関連措置 
 

野生生物の不法取引を含む違法伐採及び関連取引を規制すべくＧ８メンバ

ーがとった措置には、自発的な二国間の貿易措置、貿易に関する二国間及び地域

的な取決め、及び、木材公共調達政策が含まれる。 

 

(a)違法伐採木材の輸入及び市場取引の停止 
 

－ 欧州委員会は、ＥＵ－ＦＬＥＧＴ行動計画に基づき、パートナー諸国からＥ

Ｕへの木材・木材製品の輸入を合法性が証明されたものに限定すべく、東

南アジア及びアフリカのいくつかの生産国との間で自主的二国間協定（Ｖ

ＰＡ）に関する交渉を開始した。 

 

－ ＥＵは、二国間協定が迂回される潜在的な可能性を認識し、ＦＬＥＧＴ行動

計画を強化すべく、欧州市場から違法木材を排除するための追加的な法令

の制定を検討している。 

 

－ カナダは、国際的な税関当局が、野生生物の取引に関するデータを標準化し

てとりまとめ、把握するための分類学的区分システムの採択を提案し、推

進してきた。 

 

－ Ｇ８諸国は、絶滅の恐れのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（ワ

シントン条約）の締約国として、同条約の規定に従い、附属書に掲載され

たオオバマホガニー、ラミン等の絶滅危惧樹種に対する貿易管理を強化し

た。 

 

(b)貿易に関する二国間及び地域的な取決めを通じた措置 
 

－ 日本は、最近開始された木材輸出国との交渉において、ＦＴＡ/ＥＰＡに関

連したフォーラム（例：日ＡＳＥＡＮ包括的経済連携（ＡＪＣＥＰ）協定
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の下で設置された森林問題に関するフォーラム)の下で違法伐採問題を取り

扱うことについてイニシアティブを発揮した。 

 

－ 米国は、環境関連法令の効率的な執行に関する中心的義務及び透明性・税関

協力・原産地規則に関する規定を含めることにより、自由貿易協定（ＦＴ

Ａ）を通じて違法伐採対策の取組を支援してきた。ＦＴＡは、環境問題に

関する協力の強化のためのメカニズムを含むパラレルな協定によって補完

されている。 

 

(c)木材公共調達政策の促進 

 

－ ２０００年以降、いくつかのＧ８諸国及びＥＵ加盟国（ベルギー、デンマー

ク、フランス、ドイツ、日本、オランダ、イギリス他）は、合法性及び／

又は持続可能性が証明された木材・木材製品を優先して使用する政府調達

制度を導入した。これらの制度の導入は、合法かつ／又は持続可能な木

材・木材製品に対する選好性を示すことにより、民間部門の慣行の改善に

貢献した。公的部門の規模やシェアは国によって異なるが（例：英国では

１５～２０％、日本では２～３％）、公共調達政策は、合法性及び／又は

持続可能性が証明された木材・木材製品のための市場を創出し、それに影

響を及ぼした。 

 

 (3)公衆への働きかけ（民間部門との協力、及び、消費者への周知） 
 

Ｇ８メンバーは、ビジネス慣行を改善し、この問題に関する公衆の意識啓

発を図るべく、民間部門及び市民社会と協力を行ってきた。 

 

－ Ｇ８メンバーの支援により、多くの木材輸出国において、政府、民間部門、

森林に依存する地域社会及びＮＧＯを含む利害関係者の間での土地利用及

び森林資源の利用に関連した国家法令に関する対話が開始され、活発化し

た。 

 

－ 日本は、政府調達制度の導入に際し、木材・木材製品の合法性及び持続可能

性の証明方法を示したガイドラインを２００６年に発行した。ガイドライ

ンは、林産業部門の諸団体及び個別企業の自発的な取組を促進した。 

 

－ Ｇ８メンバーは、責任ある森林経営の促進、違法伐採の減少、及び、途上国

における地域社会の福利向上のため、林産業部門の企業及びそのサプライ

ヤーとの協力を世界規模で行ってきた。 

 

－ Ｇ８がとった措置は、この問題についての民間部門の慣行の改善、並びに、

消費者及び地域住民の意識啓発に貢献した。これらの措置は、木材輸出国

が、この問題に対処すべく自発的な取組を行うインセンティブとして作用
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した。このようにして、生産国・消費国双方において、自主的な行動規範

及びトレーサビリティ・システムの採用と実施を含む、民間部門の様々な

自主的取組が開始され、発展してきた。 

 

(4)その他の取組 

 

－ Ｇ８メンバーは、国連森林フォーラム（ＵＮＦＦ）及び国連総会のメンバー

として、違法伐採及び木材の不法取引を含め、森林に関する国家レベルの

措置及び国際協力のための２０１５年までの枠組を提供する「すべてのタ

イプの森林に関する法的拘束力を伴わない文書」の採択に参加した。 

 

－ カナダは、違法伐採問題への対処を含む「持続可能な森林経営に関する法的

拘束力を伴う合意」の発展を模索するための一連の有志国会合を主催した。 

 

－ ２００５年以降、カナダ及びロシア連邦は、技術協力に関する共同声明に基

づき、ロシアにおける持続可能な森林経営の改善のために協力を行ってき

た。この協力は、森林火災管理、森林炭素収支、認証、モデルフォレスト

に焦点を当てたものである。 

 

－ カナダは、自らが事務局をホストし、支援を行っている国際モデルフォレス

ト・ネットワークを通じ、環境に対する責務を果たしてきた。現在、この

ネットワークは、包括的なパートナーシップに基づき、持続可能な森林経

営の革新的な慣行を発展させ、適用し、共有すべく、２０を超える国々と

世界の約５０の景観サイトを結びつけている。 

 

－ 日本は、この課題に関する主要な木材生産国・消費国、国際機関、研究機関

及び市民社会の間の対話を促進すべく、一連の違法伐採国際専門家会議を

主催した。 

 

－ 米国は、豪州、インドネシア、フィリピン及びタイと共同で、国連犯罪防止

刑事司法委員会により２００７年に採択された「森林産品の違法国際取引

防止・対策における国際協力」に関する決議を提案し、また、２００８年

に同委員会においてフォローアップ決議を支持した。これらの決議は、同

委員会の優先事項の一つである環境保護における刑法の役割の増進と並ん

で、国際的に法執行コミュニティを森林・野生生物犯罪対策に従事させる

ための重要な手段である。 

 

－ 米国は、アフリカ、アジア及び南米のパートナー諸国との間で自然保護と債

務の交換に関する１３の革新的な協定を締結した。それは、法執行の改善

を含む森林保全のための資金を１０－２５年間にわたって生み出すものと

なる。 
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－ 米国、カナダ及び英国は、豪州、チリ及びインドとともに、２００７年に立

ち上げられた野生生物不法取引対策連合を通じ、多くが違法伐採及び組織

犯罪と関連を有している野生生物及びその部位の闇取引市場に対処するた

めの活動を行ってきた。 
 
3. 今後の課題と前進への途 
 
 Ｇ８諸国は、世界の森林の大部分を擁するとともに、木材・木材製品の国

際取引及び二国間・多国間の森林に関連した支援において主要な割合を占めてい

る。したがって、開発及び貿易のパートナーとして違法伐採に多大な影響を及ぼ

し得るＧ８諸国は、協調しつつ、あるいは、個別にこの問題に対処し続けなけれ

ばならない。 
 
 Ｇ８森林専門家は、Ｇ８メンバーが、関心を有する国々、機関、公共部門

及び民間部門の諸パートナーと密接に協力しつつ、各メンバーが最も効果的に貢

献できるよう、引き続き幅のある様々な措置をとるべきであるとの見解で一致し

た。 
 

Ｇ８森林専門家は、違法伐採及び関連取引への対処において前進を図るた

めのあり得べき方策を特定した。今日までに作成された予備的な選択肢のリスト

は以下のとおりである。： 

 

－ インセンティブの付与及び木材輸出国・輸入国間の連携を通じて、市場の透

明性の向上、並びに、合法かつ持続可能な形で生産された木材・木材製品の

取引を促進する。木材証明・ラベリング制度の適用を奨励する自発的な措置

がこれに含まれ得る。 

 

－ 木材加工国を関与させつつ、木材輸出国・輸入国間の二国間・多国間の枠組

み及び対話の拡大と発展を促進する。 

 

－ 民間部門に対し合法に伐採された木材を使用するよう影響を与えることがで

きる場合には、合法木材を優先して使用する木材公共調達制度を奨励、採択、

改善又は拡大し、その経験を他国と共有する。 

 

－ 自主的な行動規範の採択と実施、ビジネス慣行及び市場の透明性の改善とい

った取組を含め、木材輸出国・輸入国双方の民間部門による自主的なイニシ

アティブを奨励し、支援する。 

 

－ 全ての利害関係者の間での持続可能な森林経営に関する知識の向上及び普及

を図るとともに、利害関係者との協議を通じて持続可能な森林経営計画の策

定を奨励する。 
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－ この問題に関する消費者及び地域住民の意識啓発を行うに際し、ＮＧＯ及び

消費者団体を含む市民社会との協力を促進する。 

 

－ アフリカ、欧州・北アジア及び東アジア地域における森林法の執行とガバナ

ンス（ＦＬＥＧ）に関する閣僚プロセス通じて特定された活動を支持すると

ともに、違法伐採問題に対処するためのリソースを提供し得る国際熱帯木材

機関（ＩＴＴＯ）及び他の関連する多国間フォーラムの関心を積極的に喚起

する。 

 

－ Ｇ８メンバーが実施する木材生産国支援の取組の間の協調を促進する。 

 

－ ワシントン条約上の義務を遵守するための取組を支援することを含め、違法

伐採を停止するための木材生産国及び輸出国の能力構築を図るべく、林産業

界、ＮＧＯ、国際機関及びパートナー諸国との協力を継続する。 

 

－ 木材生産国による必要な方策の策定を支援することを通じて、森林に関連す

る情報への公衆のアクセスを改善し、森林セクターの透明性を向上する。違

法伐採が環境、社会及び財政に与える影響について、木材生産国を含め公衆

の意識の向上を図る。 

 

－ 木材の原産地及びその流通を追跡するためのシステムの開発及び利用をパー

トナー諸国とともに探求する。 

 

－ 森林における違法な活動を検知、報告、防止、又は訴追すべく、木材生産国

との協力及びその能力構築を通じ、人工衛星から得られる情報の活用を図る。 

 

－ 地球観測に関する現行の国家イニシアティブ及び国際的イニシアティブ、並

びに森林モニタリング・評価プロセスを基礎として、森林、森林減少、森林

劣化及び違法伐採を監視するためのグローバル・ネットワークの発展を探求

する。 

 

－ 森林のガバナンスの大幅な改善が、森林減少及び森林の劣化に由来する排出

の削減（ＲＥＤＤ）を進める上で大きな貢献をなし得るとの認識の下、違法

伐採対策に関する議論及びそこから得られた教訓をＲＥＤＤに関する議論に

適切に反映させる。関連する政策、特に農業政策及びバイオ燃料政策を含む

土地利用政策との連携を強化する。 

 

－ 木材生産国及び消費国の税関・法執行当局の間の協力を強化するための方策

を特定する。 

 

－ 違法伐採及び関連取引への対処、マネーロンダリング対策の推進、並びに林

業・林産業部門の企業における会計の透明性向上といった取組に貢献する民
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間部門の投資に対し、適切なより良い配慮が払われるよう奨励するための可

能な措置を検討する。 
 
4. フォローアップ 

 
Ｇ８森林専門家は、世界規模での森林減少及び森林の劣化が憂慮すべき速

度で進行しており、違法伐採がその大きな要因であり続けていることを指摘した。

しかしながら、少なからぬ前進もみられてきている。森林専門家は、違法伐採及

び関連取引を食い止めるため、更なる課題に取り組み、前進のための途を追求す

ることを約束する。さらに、森林専門家は、国際社会がこの問題に対処する上で

の政治的なモメンタムを引き続き必要としていると認識する。 
 
Ｇ８森林専門家は、この問題の国家レベル、地域レベル、あるいは世界規

模での解決策を見いだすべく努力を続ける中で、約束の達成状況のレビューを行

うとともに、その教訓を共有し、他の関連する諸パートナーを関与させつつ、違

法伐採及び関連取引に対処する協調的な措置の選択肢を引き続き探求するため、

相互に緊密に連絡を取り合い、機会ある毎に、そして、２０１０年に会合を行う。 
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別添 1 

 

Ｇ８環境・開発閣僚声明 

２００５年３月１８日

1. Ｇ８諸国の環境・開発大臣、欧州委員会の環境・開発担当委員、ＥＵ議長

並びに国際連合、世界銀行及び国際自然保護連合の上級職員は、２００５

年３月１７日から１８日までダービシャーで一堂に会した。我々は、違法

伐採対策とアフリカの開発に対する気候変動の影響の２つのテーマについ

て議論した。我々は、市民社会の代表と議論する良い機会を得た。 

 

違法伐採対策 

 

2. 我々は、違法伐採に関する以下の声明を、サミット諸国の首脳の関心を引

くよう、グレンイーグルズ・サミットの議長に送付することに合意した。 

 

3. 我々は、違法伐採に取り組むことは持続可能な森林経営及び持続可能な開

発に向けた重要なステップであることに合意する。我々は、違法伐採とそ

れに関連する貿易及び汚職が環境の悪化、生物多様性の喪失、森林破壊、

さらには気候システムに与える影響を認識する。また、違法伐採は、最貧

国における生活を損ない、政府の歳入減少の原因となり、市場及び取引を

歪曲し、紛争を継続させる。 

 

4. 我々は、アフリカの開発における森林の重要性を強調したアフリカ委員会

の活動を歓迎する。 

 

5. 我々は、また、森林法の施行及びガバナンスに関する地域閣僚プロセス、

アジア森林パートナーシップ、コンゴ川流域森林パートナーシップ、森林

法の施行、ガバナンス及び貿易に関するＥＵ行動計画といった国によるイ

ニシアティブ及び地域的なプロセスを通じた違法伐採及びそれに関連する

貿易に対処する現行の活動を歓迎する。また、我々は、国連森林フォーラ

ム、生物多様性条約、国連食糧農業機関及び国際熱帯木材機関による取組

を歓迎する。 

 

6. 我々は、違法伐採への取組には、木材の生産国及び消費国双方による行動

が求められることに合意する。我々は、それぞれの国が最も効果的に貢献

できるよう、以下のような幅のある様々な措置をとることを約束する。

我々は、また、他の主要な木材消費国と連携する。 

 

7. 我々は、既存の森林法の施行及びガバナンスのプロセスへの支援を増強
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し、この支援を他の地域にも拡大することにより、木材生産国を支援する

ことを約束する。これは、違法伐採への取組に対し、より広い認識、理解

及びコミットメントを築くことに資するであろう。 

 

8. 我々は、透明性の強化や情報、特に森林伐採の権利と歳入の配分に関する

情報へのアクセスの強化を通じた汚職との闘い、森林法、野生生物法及び

関連法規の施行能力の強化、これらの行動への市民社会及び地域社会への

参加、紛争後の状況における法施行及び行政体制の再構築、並びにワシン

トン条約の義務に適合しようとする国を補助することにより、違法伐採及

びこれに関連する貿易に取り組もうとする生産国の努力に対する支援を増

強することに合意する。 

 

9. 我々は、技術的知見を共有し、違法伐採の発見や防止、犯罪者の逮捕や起

訴にこれらの技術を適用するための手段の開発や能力の構築を支援する。

これには、リモートセンシング、地理情報システム、その他森林の活動と

状態をモニターするためのシステムが含まれる。 

 

10.我々は、我々自身の国で行動する。例えば、ＷＴＯルールに合致した自主

的な二国間貿易協定やその他の取り決めを通じて国境管理当局に適切な権

限を付与することによって、違法伐採木材の輸入や取引を止めるための措

置を取る。 

   

11.我々は、ＷＴＯルールに合致した貿易に関する二国間協定及び地域的な取

り決めを通じて、野生生物の違法売買を含む、違法伐採とこれに関連する

貿易の規制のために取られる措置を支援する。 

 

12.我々は、民間部門における合法に伐採された木材の使用に対して影響を与

えることができる場合には、合法な木材を優先して使用する木材公共調達

政策を奨励、採択又は拡大する。我々は、我々の経験を他国と共有する。 

 

13.我々は、合法的な出所の木材製品を開発・促進するため、生産国及び消費

国における木材加工業者、輸出業者、輸入業者、市民社会団体等の民間部

門と協力して取り組むとともに、民間部門に対してこれらの活動を奨励す

る。我々は、また、民間部門が自主的な行動規範、模範的商業慣行及び市

場の透明性の改善を採択・実施することを支援する。 

 

14.我々は、違法伐採による問題を消費者に伝えるために、市民社会と協力し

て取り組む。 

 

15.我々は、また、我々の専門家に対して、我々が行ったコミットメントに向

けての進展状況を評価するとともに、違法伐採対策の取組の教訓を共有

し、その結果を公表するために、２００６年に会合を開くよう要請する。 
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別添 2 

 

 

グレンイーグルズ行動計画：気候変動、クリーン・エネルギー、

持続可能な開発 

 

違法伐採への取組

36. 我々は、違法伐採が、アフリカ及びその他のすべての地域における最貧

国の多くの人々の生計に与える影響、また、環境劣化、生物多様性の損失と

森林破壊、そして世界的な持続可能な成長に対する影響を認識する。我々

は、特にコンゴ盆地、アマゾン地域を含む、世界的な炭素吸収源の重要性を

認識する。 

37. 我々は、違法伐採に取り組むことが森林の持続可能な経営に向けた重要

な一歩であることに合意する。この問題に効果的に対処するためには、木材

生産国及び消費国双方の行動が必要である。 

38. 我々は、Ｇ８環境・開発大臣会合の違法伐採についての結論を承認す

る。この分野における我々の目的を更に推進するため、我々は同会合におい

て支持された結論を、各国が最も効果的に貢献できる分野において行動する

ことにより、推進する。 
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